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栄養摂取状況調査の調査方法について 
 

１． 現状の国民健康・栄養調査の調査方法とその課題 

国民健康・栄養調査では、国民の栄養摂取状況を把握するため、食事記録法による調査を実

施してきた。栄養摂取状況調査結果の精度を担保するため、記録内容の確認が必要であり、こ

れまでの調査では対面で行ってきた。 

令和４年調査の実施にあたり、新型コロナウイルス感染症の感染予防及び調査負担の軽減の

観点からは、調査員が被調査者の住居に訪問するなど、対面でのやりとりを行う時間を極力短く

することが望ましいと考える。食事記録法は、調査員の負担が大きく、対面での面談を行う必要

があることから、食事記録法以外の調査法も検討が必要になるが、調査法にはそれぞれ長所と

短所があり、その特性に応じて使い分ける必要がある。 

 

２． 令和４年国民健康・栄養調査の対応方針 

栄養摂取状況調査では、国民の栄養素等摂取量の経年的な変化を評価する必要がある。ま

た、新たな調査方法の導入に当たっては、従来法と新たな方法等の比較研究が必要である。そ

のため、令和４年調査は、新型コロナウイルス感染症の感染防止に配慮し、従来法で実施する

が、動画配信や電話等も活用しつつ、調査員や被調査者への負担等を考慮する。 

 

（参考）今後、選択肢となり得る調査方法 

 食事記録法 24 時間思い出し法 食物摂取頻度法 

概要 ・対象者が一定期間内に摂取

した料理名、食品名、料理名

などを、原則としてリアルタイ

ムで記録する方法である。 

・摂取量を測定する秤量記録

法、摂取量を目安で推定する

目安量記録法などがある。 

・前日の食事、又は調査時点

からさかのぼって 24 時間分の

食物摂取を、調査員が対象者

に問診する。 

・フードモデル、写真、イラスト

などを回答者に提示すること

で、目安量を推定する。 

・諸外国の国民健康・栄養調

査ではこの方法が主に使用さ

れている。 

・過去の一定期間について、

食品（または料理）の習慣的

な摂取頻度あるいは目安量

について、質問票を用いて尋

ねる。 

・食品（または料理）の項目数

は 50～120 項目程度。 

・食品・栄養素摂取量の絶対

値の推定ではなく、摂取量に

応じて対象者をランク付けす

ることを目指して開発されて

おり、妥当性の検証もランキ

ング能力を保証するために行

う。 

使用目的 ・回答者/集団の摂取量の推

定や栄養素摂取状況（適切

性）の評価に使用される。 

・他の食事調査法の妥当性を

評価する際のゴールドスタン

ダードとして使用される。 

・思い出しバイアスが少ないこ

とから、ゴールドスタンダード

としては、24 時間思い出し法

よりも優れている。 

・回答者/集団の摂取量の推

定や栄養素摂取状況（適切

性）の評価に使用される。 

・他の食事調査法の妥当性を

評価する際のゴールドスタン

ダードとして使用される。 

・大規模調査にて、食品・栄養

素の摂取と疾患との関連を検

討するため使用される。 
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（つづき） 

 食事記録法 24 時間思い出し法 食物摂取頻度法 

長所 ・食品・栄養素の摂取量の絶
対値を推定することが可能。 
・対象者の記憶に依存しな
い。 
・ていねいに実施できれば精
度が高い。 
・調査期間が明確である。 

・食品・栄養素の摂取量の絶
対値を推定することが可能。 
・対象者の負担は、比較的小
さい。 
・比較的高い参加率を得られ
る。 
・回答者の習慣的な食事パ
ターンに影響を与えない。 
・実施時間が短い。 
・調査期間が明確である。 

・対象者 1 人当たりのコストが
安い。 
・データ処理に要する時間と
労力が少ない。 
・標準化に長けている。 
・調査者の訓練が不要。 
・大規模調査での使用が可能
で回答率も高い。 
・回答者の習慣的な食事パ
ターンに影響を与えない。 

短所 ・対象者の負担が大きい。 

・対象者のやる気や能力に結

果が依存しやすい。 

・調査期間中の食事が、通常

と異なる可能性がある（例：食

事記録を記入しやすいような

簡単なものしか食べない）。 

・データ整理に人手、時間、コ

ストがかかる。 

 

・調査員（面接者）の聞き取り

方法の訓練が必要となる。 

・回答内容の正確性は対象者
の記憶に依存する。 

・回答内容の正確性は対象者

の記憶に依存する。 

・調査できる食品の種類は選

択肢のあるものに限定され

る。 

・摂取目安量を尋ねないか、

尋ねても選択肢数に限度があ

るため、質問票開発者による

任意の値が摂取目安量として

使用される等、摂取量推定プ

ロセスに多くの仮定が含まれ

る。 

・回答者の食品・栄養素の摂

取量の絶対値を推定すること

は困難である。 

・質問票の精度を評価するた
め、妥当性研究が必要であ
る。 

国民健康・栄
養調査に導入
する際の課題 

（現状、国民健康・栄養調査
で使用されている方法） 

・過去の国民健康・栄養調査

の結果との比較可能性が保

証できない。 

・自治体ごとに調査員の訓練

を行う必要がある。 

・対象者との対面時間を短くす
るため、電話等を用いた聞き
取りの仕組みが必要である
が、被調査者の連絡先を把握
できないケースが想定される。 

・摂取量の絶対値を推定する

ための調査法ではないため、

国民健康・栄養調査の調査目

的には適さない。 

・過去の国民健康・栄養調査

の結果との比較可能性が保

証できない。 

・一人で回答できない被調査

者への支援や、回答漏れの再

調査が必要となり、必ずしも被

調査者との対面でのやりとり

を省略できない。 

 

なお、栄養摂取状況調査については、令和４年度厚生労働行政推進調査事業費補助金（循環器疾患・糖尿

病等生活習慣病対策総合研究事業）「国民健康・栄養調査における栄養摂取状況調査手法の見直しに向けた

基盤研究」（研究代表者：瀧本秀美 国立健康・栄養研究所部長）において検討することとしており、その結果等

を踏まえて、見直しに関する議論を行っていくこととする。 
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